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Abstract 

In recent years, many smartphone apps that try to promote consumer behavior in retail stores have 
been developed. Introduces its function, the integration of information for customers, such as data 
processing big data and purchase history data is essential. The processing results must be able to 
provide real-time while customer is still in the store.  

 

はじめに －情報化によるマーチャンダイ
ジング活動の変化 

小売業の主要な機能のひとつは顧客の購買代理機能で

あり、多様な調達先から顧客の生活システムにふさわしい

商品を取りそろえるのが基本である。この機能は「マーチ

ャンダイジング(商品化計画)」と呼ばれる。製品自体には

顧客とのインタフェースが乏しいので、どのようなチャネ

ルと売り場で、どのような価格と販売促進で、誰をターゲ

ットにして、どのように販売するかというマーケティング

ミックスやプロモーションミックスの課題の大半は「製品

にサービスを付加する」(1)ことに帰着する。「製品」をサ

ービスで「商品化」するのである。 
オルダーソンは品揃え形成(選別・集荷・配分・取り揃え)

と変換(生産・輸送・保管)などトランスベクション(交変系)
によって、ニーズや欲求を充足する商品を最終消費者に届

けられると主張した(2)が、具体的なシステム要件が記述出

来なかったため生産的な議論にはならなかった。たとえば、

消費者の生活システムのための assorting 取り揃え活動で

は、どのように消費者を測定すべきかがまず問題となるが、

概念枠組みにとどまっていたのである(3)。 

今日では情報化によって品揃え形成と変換活動とはほ

ぼ同時に行われるようになっており、小売業態ごとの別シ

ステムとして記述することなしには測定もシステム改善も

あり得なくなってきている。たとえば、店舗レベルの POS

データはベンダーでも共有され、配送単位だけでなく流通

加工(たとえばタバコならカートンでなく二個セットのシ

ュリンクパック化など)までほぼリアルタイムに活用され

ている。顧客レベルの ID-POS データも、個店別陳列提案(ど

のような顧客の多い店舗はどのような品ぞろえと陳列にす

べきか等)を超えて、徐々にではあるが後述するような顧客

一人一人へのリコメンデーションやアワード提供のプラッ

トホームになりつつあるのである。 

メーカーや卸売業にはかつては製品の最終顧客を知る

すべがなかったが、（個人情報が得られなくても）自社や

他社ブランドのヘビーユーザとかスイッチャーとかになん

らかの販売促進策を提供したり個別のメッセージを届けた

りすることが可能になりつつある。この動きは、これまで

は小売業のチェックアウトシステムのアプリケーション利

用という枠内で小売業ごとに展開されていたため個別チェ

ーンの販売政策の影響を強く受けざるを得なかったが、レ

ジでカードやクーポンを使うのでなく顧客のスマートフォ

ンを使うことによってチェーンごとの販売促進という枠か

ら解放されることにもなりえる。この製品の利用者にこれ

を知ってもらいたいとか、このカテゴリー購買者にこちら

のカテゴリーを試してほしいとか、これまでマス媒体等の

非効率なコミュニケーションにたよってきた領域に対して

ピンポイントで働きかけることが可能となるのである。 

もとより、店舗内のマーチャンダイジングでさえ小売限

定的な活動ではなく、メーカーや卸売業の関与する領域で

あった(4)。店頭販促が大きな役割を果たす日用雑貨(HaBA 

ヘルス&ビューティエイズ)や加工食品(グローサリィ)では、

POS データ等の活用の主要領域としてインストアマーチャ

ンダイジングがあげられている。この部分に、後述の各種

アプリが大きな影響を及ぼすのは間違いないが、消費者の

購買時点での消費者へのサービス提供というアプリのもた

らすものはそこにとどまらないと思われる。 
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消費者の情報武装への対応 
 今日では、耐久消費財購入にあたって、価格比較サイト

やそこでの購入者の口コミを参照することはよくおこなわ

れる普通の行動である。買い物出向中に多店舗の価格を参

照したり当該製品のクレームを参照したりすることは、最

寄品・買回り品・専門品といった商品分類論(5)を根底から

揺るがすことになる。 

 インターネット上での購買行動では、オークションなど

独自の価格形成や価格比較サイトの利用だけでなく、リス

ク知覚や製品評価の手がかりの探索や既購入者の購買後満

足度のフィードバックなど多くの面で店舗での購買行動と

異なる刺激・情報源と情報統合が見られることはよく知ら

れている。オンラインでの消費者行動は独自の研究分野に

なりつつあるのである。 

 今問題なのは、ほとんどの顧客がスマートフォンを持っ

たまま店舗やショッピングセンターを訪れ、購買行動を支

援する適切なアプリケーションが供給された場合には、オ

フライン店舗であってもオンライン店舗と同じような購買

行動に直面することになることである。オンライン to オフ

ライン(O2O)というのは、決してネットを使った実店舗への

集客(6)にはとどまらないのであり、これまでのマーケティ

ングコミュニケーションやマーケティング管理の方法の全

面的な再考を迫るものであると言えよう。 

 マーチャンダイジングの体系として、田島は次の 9 領域

をあげている(7)が店舗での活動としてそれを実現できて

いる場に、消費者の方も自己の経験と知識を超えてなんら

かのツールを手にしつつあるのである。 

 

1)商品構成 商品と商品の組み合わせや商品とサービスの

組み合わせであるが、少なくともネット小売業の商品構成

とその場で比較することが可能となってきた。クラウド的

なサービスによって他チェーンの商品構成と比較できるよ

うになるのも時間の問題であろう。 

 

2)商品調達 仕入れだけでなく PB 生産など調達にはさま

ざまの代替案があるが、逆オークションや他店舗の情報検

索なども顧客側にも代替案が増えてきたのが現状である。 

 

3)販売方法 消費者の探索スキーマにない提案が可能なの

が実店舗の大きなメリットであるが、その顧客とのインタ

ラクション自体もソーシャル化していく恐れがある。 

 

4)価格政策 ローコストオペレーションによる低価格業態

の開発がこれまでの小売業の進化の核心であったが、価格

比較アプリ等によりすべての業態がディスカウントストア

やネット通販価格の影響を受けてしまうこととなる。 

 

5)インストアマーチャンダイジング 陳列や商品のくくり

方やレイアウトなどインストアマーチャンダイジングの領

域では、消費者は売り場で得られる情報で想起集合を再形

成していると考えられる。商品の使用方法や他の商品との

関連など売り場で実現されている以外の情報が得られると

き、高関与な商品ほどアプリを使った追加探索がなされる

であろう。デジタルサイネージなど売り場の他の情報提供

チャネルとの関係も今後の課題となる。 

 

6)インストアプロモーション 値引きやバンドル販売など

のマルチプルプライシング・懸賞やインストアくじやデモ

ンストレーション販売等、数多くの店内販売促進手段が提

供されているが、あらゆるマーケティング施策がそうであ

るように、すべての人に一律のプロモーションを行うより

も購買履歴等に基づいた個人別のプロモーションの方が効

果的である。したがって各種プロモーションの電子クーポ

ンによる統合がおこりつつあるが、個人別の媒体としての

個人別スマートフォンとそのアプリとの融合が考えられよ

う。 

 

7)CRM 顧客関係管理 インバウンドでのデータベースとそ

の処理の問題(8)を別にすれば、顧客とのインタラクション

はアプリを通じたアウトバウンドとダイレクトメールとに

シフトしていくと考えられる。また、M2M データ(マシンｔ

ｏマシン この場合 GPS)でもたらされる顧客の所在や、ア

プリやソーシャルデータからもたらされる購買計画等をイ

ンバウンドとすれば、それに対応した全く新たな CRM 領域

が開けることとなる。 

 

8)組織 マーチャンダイジングの成果が売り上げなどの成

果変数に要約されるだけでなく、顧客のソーシャルメディ

ア上の声や店舗内のGPS軌跡などのMtoMデータやソーシャ

ルデータが残る社会では、それをマーチャンダイジングに

反映していく組織が必要となる。テレビ広告や番組では、

その内容の品揃えへの反映を行えるチェーンが増えてきた

が、ＣｔｏＣデータ、ＭｔｏＭデータについても早急に組

織的対応が望まれる。 

 

9)情報システム 小売業はもとより売上トランザクション

をはじめとしたビッグデータを処理してきたが（情報系の

水準の問題はさておいて）、８）で見たような情報循環系

としての消費社会の一面にどのような情報システムで対処

するのかという喫緊の課題にさらされているのである。 

 

顧客向けアプリの現状 
 

米国では 2009 からスマートフォンが急速に普及し、2011

年度末には所有台数ベースで従来型携帯電話と肩を並べた。

2014 年には全世界の携帯電話保有台数でも同様となると

言われている(9) 

消費者は、買い物を含む多目的出向行動や買い物のため
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の店舗内行動をする際にもスマートフォンを携帯している

のが普通になってきたので、情報処理業や小売業などさま

ざまなところから顧客の買い物に関連してアプリがだされ

て普及しつつある。 

1) 店頭価格を比較するアプリ RedLaser 

 2010 年に 1700 万ダウンロードを記録したといわれる

RedLaser というアプリは、商品のバーコードをスキャンす

ると近隣店舗や通販などアクセス可能な範囲での同一商品

価格を表示する一番成功した iPhone アプリである。ネット

専業の eBay が同年に買収したため、実店舗では商品を見る

だけで実際にはネット通販で買うという、店舗の「ショー

ルーミング」化の原因と言われている。 

 このほか、ソーシャル系などで近隣店舗価格を相互比較

するアプリは数多くある。 

 

2)店舗内行動を支援するアプリ アイル 411 

米国で一番普及しているのは aisle411(10)というアプ

リであり、主要チェーンはこのアプリに対応した店内の商

品配置データを公開している。 

これは、おおよその商品名をスマホに音声入力すると、

その商品の陳列場所が右図のように表示されるアプリであ

る。セルフサービス業態では購買品目数の 7-8 割は非計画

購買だが、クーポン対象商品の探索や買い物リスト(日本よ

りもリスト作成率が高い)にある商品の探索など、顧客によ

る店舗内探索は不可避である。しかもその何割かは探索に

失敗する(11)ことが明らかとなっているなど現状に問題点

があるため、顧客が積極的にダウンロードしたアプリの一

つである。 

音声入力がクラウド化して精度が上がったため、外出先

での検索語入力ではむしろ標準的なものとなってきた。商

品名称やカテゴリー名・サブカテゴリー名等についても、

顧客が探索するときの表現の事例が蓄積されるため、それ

を使ったインタフェース改善が容易である。 

 

3)商品説明などを支援するアプリ   FOODUCATE 

 店舗側が売り場のデジタルサイネージなどで消費者にさ

まざまの情報提供を行いつつある。メニュー提案や他の商

品との関連性など小売業者視点の情報や、成分や広告関連

情報などメーカー視点の情報でも顧客に有益なものはたく

さんある。 

 だが、そのような目の前の商品に関連する情報は、AIDMA

水準(12)ごとに誰に何を提供すべきか異なるだけでなく、

既存顧客かどうか、ロイヤル顧客かどうか、スイチャーか

どうか、価格反応の程度はどうか等々購買履歴を踏まえた

顧客セグメントごとに必要とされる情報が異なるので、個

人別のメディアでなければ情報提供は不十分なものとなる。

顧客側からだと、たとえば Fooducate アプリはバーコード

をスキャンすると食品の栄養度合いを色分けされたＡＢＣ

ランクで表示するなど、顧客の商品評価を支援する。 

 

 

 



4	 専修ネットワーク＆インフォメーション No.21.2013

4 専修ネットワーク＆インフォメーション No.××，2012 
 
 
4)ギフト提案  

 ウォルマートの GiftFinder は、送り先の属性や予算を入

力するだけで適切な贈答品を提案してくれるアプリである。 

店内でなくても使えるが、特定店への来店誘因やその店舗

での在庫状況を踏まえた動的な値引きやポイント提供など、

オフライン店舗の効率化にも活用できる。 

 また開発段階だが、売り場をカメラで見ると AR 技術で陳

列商品の成分等を表示して顧客の代わりに商品選択してく

れるアプリも検討されている。 

 

5)来店誘因 shopkick 

 GPS を利用して、店舗に来るだけで購買しなくても来店ポ

イントが付くサービスは、日本でも始まっている(13)。米

国ではショップキック社のサービスが広く使われており、

顧客のいる場所の近くにポイントがたまっている店舗のリ

ストを表示するなどスマホを使って顧客を誘引している。 

 

6)訪店支援 Shop Savvy  

 ショップサヴィは、近隣店舗の価格や顧客のコメントな

ど、通販よりも近隣店舗への訪店意思決定支援の機能が術

実している。下段の図の地図への店舗プロットが典型。 
 価格比較情報は、店舗の価格リストと顧客のソーシャル

情報と両面ある。図は右側最下段。 
 
7)顧客事務処理支援  myreceipt.com 
 月一度会計書類を処理し(クレジットカード請求は自動

引き落としされないためサインして郵送するなど)、年一回

税の申告をするためのソフト(MS Money 等)が普及してい

るが、買い物ごとのレシートを紙でなく電子媒体で受け取

って顧客がわの処理を効率化する動きがある。 
 クレジットカードの明細書の電子化はかなり進みつつあ

る(電話料金等と同様に、電子化すると割引となるため)が、

小売店舗のレシートも同様の動きがあり、個別店舗のアプ

リではなく自分のすべてのレシートを集約する形のサービ

スでビュワーとしてスマホがあるというのがこの会社のサ

ービスである。下図(14) 
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8)サービスでの統合ソルーションの動き Centrica 

 英国では電力・ガスとも自由化されているため、ブリ

ティッシュガス(Centricad 社)がその両者を供給すること

もある。検針・供給・供給パターン分析と省エネ計画・実

績管理・代金請求と回収等を、家庭に置いたスマートメー

ターによるほぼリアルタイムのデータに基づいて行う。 
顧客側でも、電力使用量の予実管理とか近隣世帯との比

較とか前年同月とのパターンの比較とかさまざまの分析が

できる。またここでたまるポイントは nectar 社のポイント

であるのでレジャーや物販など他の業種で活用できる。 
スマートメーターが未設置の場合電力計をアプリで読

み取ったデータを送信すると割り引かれるなど、スマート

化による成果をシェアする仕組みの一部としてスマートフ

ォンも位置付けられている(15)。 
電力の計測データは典型的なビッグデータであり、リア

ルタイム処理にはこれまでのデータベースとは異なる処理

システムが必要となる。メモリ上にテーブルを置いてメモ

リ上で瞬時に処理するインラインデータベースが必要であ

り、同社では SAP 社の HANA を採用している。 
 

9)小売店舗アプリでも統合の動き casino 
 
 その SAP 社は、フランスの小売業 casino 社の数店舗で新

しいアプリのテストを行っている。これは、前述のマーチ

ャンダイジングの機能の多くをスマホアプリを通じて高度

化してしまおうとするものである。(16) 
 インラインデータベースによるリアルタイム処理は、こ

れまでの「購買履歴データは次回来店促進や次回購買時で

のリコメンデーションに活用」といういわばオフライン活

用から、「来店して店舗にいる間に顧客に提案する」という

履歴データ・M2M データ・ソーシャルデータ等の購買時

点(POP)や商品探索時点でのリアルタイムの活用という全

く新たな活用方法を生み出す。 
 この precision retailing というシステムでは、顧客はまず

買い物リストを入力してからのログインする。 
 そうすると、右図のように買い物リストで推奨商品を買

えばいくら節約できるかリコメンドされる。問題は、よく

あるような単なる販促商品を推奨するのでなく、顧客の「好

み」とこれまでの購買履歴とその店舗の在庫状況と売り切

りたい時刻とから、個人別に選定された推奨商品であると

ころにある。 
 個人の購買実績に、好みというタグ、買い物予定という

タグ、店舗利益という次元などを組み合わせた推奨であり、

顧客へのベネフィットも図のように値引きだけでなくポイ

ントも組み合わせたものとなっている。それを見て顧客は

買い物リストにさらに追加したり変更したり、リストの更

新が事前ないし買い物中にできるのである。リストはカテ

ゴリー順・売り場順に表示することもできる。 
 

 

 

 

 

 



6	 専修ネットワーク＆インフォメーション No.21.2013
6 専修ネットワーク＆インフォメーション No.××，2012 
 
 

買い物リスト以外に、顧客は自分の好みを登録しておく

ことができ、買い物ごとにその基準による採点評価などが

可能となっている。 
オーガニック信者、森に良い、海に良い、健康に良い、

フェアトレード、グルメ、エコが選べる。(casino 社が商品

にこの 7 項目の評価をしてそのデータを公開していなけれ

ば不可能である) 
買い物途中でも、商品コードをスキャンすれば関連商品

の推奨がなされ、購買した商品が登録した好みに該当して

いるとそのバッジがもらえる。好みごとのバッジとポイン

ト数とはいつでも reward のページで参照できる。 
GPS で買い物リスト登録者の店舗到着を認識した時点

から、チェックアウト時点まで、さまざまの視点からのク

ロスセル・アップセルの働きかけがなされたり、リストに

ある商品を買わずにレジに向かうと「買い忘れがあります」

と指摘するなど実に豊富な機能のアプリである。このよう

なシステムの成否は、顧客がアプリと一緒に買い物をする

と便利だと感じるような顧客の意思決定スキーマに即した

タギングができているかどうかなど、運用の質に大きく依

存する。小売業サイドの都合での推奨が優先されればすぐ

に使われなくなるであろうから。 
実はリアルタイム処理でこのようなアプリを実行して

いる経験は誰しもほとんどない。金融機関のディーラー向

けの情報システムなど業務システムでの複雑なリアルタイ

ム情報系であれば、業務のタスク分割やテストなどさまざ

まの対処が可能である。最終顧客の未知の意思決定メカニ

ズム(カテゴリーごと、顧客ごとにかなり異なる)を支援す

るリアルタイムの情報系ではそのような対処は不可能なの

で、適応制御的に微調整を繰り返して徐々に成長していく

ような柔軟なシステムにしていくことも必要かもしれない。 
(ビッグデータなので困難な課題であることは間違いない) 
 また、さまざまの集計画面や管理画面が用意されている

が、あるイベントが起きた場所の表示(ヒットマップと呼

ぶ)ももちろん可能である。リアルタイム処理であることか

ら、これを見て売り場担当者や店長がその場に出向くこと

ができる。CRM での顧客との直接的な接触を促進する目

的でも使えそうである。・ 

アプリで何が実現されているのか 

このようなアプリ開発の動向はどのような意味を持つ

のであろうか?最初に見たように、商品化計画(マーチャン

ダイジング)の観点からは、最広義となる領域 1)から 9)ま
ででも、ほとんどそのすべての領域にまたがっていること

が分かる。(2 番目の商品調達のアプリがないと思われるか

もしれないが、小売業のアプリ中心なので触れなかっただ

けで RedLaser にしても Shop Savvy にしても店舗に商品

がなければ通販(形の上で無限大の在庫が持てる)での調達

が表示される)アプリで実現されているのはマーチャンダ

イジングそのものなのである。 
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この機能は、必ずしも小売業者のみが担わなくてもよい。

卸売業やメーカーや第三者が特定の機能を代替している例

はたくさんあるので、たとえばクーポン関係のアプリなら

クーポン業者と共同でマーチャンダイジング機能を提供し

ていることになるだけである。 
先の precision retailing については、小売業と消費者の

観点からは右図のメリットがうたわれている。(17) しか

しかしながら、顧客の購買行動に実際に変化がなければこ

れらのメリットは出てこないので、メリットがあるかない

かではなく顧客にとって有益な情報提供をどのように実現

し運用していくかという問題だと思われる。 
 
次に小売業を小売りサービス提供ビジネスと考えた場

合、生産と消費が同時になされるサービスで不可欠な諸機

能の一部がアプリで実現可能なことに気付く。 
サービスでは需要の平準化のために、ピークロードプラ

イシングや予約システム、ピーク時の代替サービスの提供

を、供給においては供給源の多様化・ピーク時業務の集約

化・顧客参加・一時的な資源投入等を行う。(18) 
顧客とのエンカウンターの多い業態ならば、これまで見

たものとは異なるそのような目的のアプリが可能である。

セルフ業態においても、たとえば特定商品への突発的な需

要増についても代替品の推薦や予約への切り替え等で顧客

満足につなげることは可能と思われる。 
つまり、アプリは店舗小売業・サービス業にとって強力

なサービス付加装置であり、アプリを通じた広義の各種サ

ービスを製品・サービスのコアベネフィットに付加してい

くことがいずれは小売サービス業の基本の一部となってい

くと考えられるのである。 

情報システムとの関係は 

 先に述べたように、アプリを通じてリアルタイムで顧

客とのインタラクションを行っていくにはこれまでの顧客

システムのありかたを根底から変える情報システムが必要

となる。ビッグデータのインラインデータベース化という

課題である。(この点については稿を改めて論じたい) 
ここでは、企業のデータ基盤と情報循環系(19)という観点

から見ると、これまでのデータウェアハウスだけでは不十

分であることに気付く。環境が変わりソーシャルデータも

取り込むなど、環境データの DWH 化のやり方が変化する

というレベルではないからである。 
 たとえば、precision retailing の仕組みを見ると、顧客

の買い物リストという将来の予定の入力をさせ、検討商品

のバーコードスキャンなどリアルタイムの入力もさせてい

る。そして顧客の位置はGPSで常にM2Mで獲得している。 
購買履歴データとそれらのデータ統合だけでも大変な課題

であるが、システムがハンドリングすべきデータが自社の

取引結果(トランザクション)から取引相手(顧客)の計画情

報に拡張していくわけである。 

メリット 消費者 店舗 

買い忘れ防

止 

自店ロイヤル 

陳列順に買え

る 

効率的買い物

で混雑緩和 

買い物が

楽に 

バーコード入

力 

単品予測 

推奨商品 

自分向け商

品の推薦 

アップセル・PB

への誘導・在庫

処分 

自分用情

報 

関連商品のリ

マインド 

クロスセル 

好み反映 7 つの好み 顧客満足 

 
サプライチェーン管理の領域でも、全米ボランタリチェ

ーン協会の CPFR(20)が数年前注目されたように、当事者

双方の計画データの共有が大きな効果があることが分かっ

てきた。 
それが店舗レベル、小売レベルで起こる可能性を秘めて

いるのがアプリなのである。顧客の予算と予実管理まで含

めて、買い物問題の解決者としての主体的な消費者の意思

決定への貢献ができる情報システム、そこまで視野を広げ

ても意味のあるデータ基盤、先に見た 7 つの preference
を商品にタグ付けして顧客の選んだ好みごとに集計すると

いうような試みはそのような動きの先駆けかもしれない。 
流通は生産と消費における時間的・空間的・量的な懸隔

(へだたり)の克服であるとよく言われるが、言うまでもな

く最も大きな懸隔は意味的な懸隔である。供給者のもつ意

味づけと、消費者から見た意味付けは全く異なるのだから。

集計すべきは販売された商品の金額でなく、消費者から見

た商品の意味のタグの方であろう。(商品の個数の集計の方

は意思決定回数の集計でもあるので意味はある) 
この方向での顧客への提案やタグ付けがより重要にな

れば、多次元で疎な商品ごと・顧客ごとに意味づけたタグ

をデータとしてもつ必要に迫られることになる。 
データ 個人 店舗 

商品 単品 POS 

買い物 レシート ID-POS 

時系列拡張 購買履歴 ID-POS 

空間拡張 多店舗履歴 シングルソース 

意味拡張 プリファランス 商品 DNA 

そして、商品の持つ「意味」はコーダーの主観ではなく

社会的に言われている意味づけを収集する必要が出てくる

こととなろう。つまり、ソーシャルデータ・クラウドデー

タからのテキストマイニングも自社のデータ基盤とするこ

となしには CRM 関係のアプリは提供できなくなるとも考
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えられる。 
 ただ、セマンティック Web やオントロジーの停滞をみ

るまでもなく、このような複雑な課題の解が一挙に前進す

るはずもなく、部分的なイノベーションから個別の解が一

挙に普及するというような爬行的な進展となると思われる。 
 その意味では、顧客の買い物リストは、予定や計画の

入力という SCM では手慣れた手段となっているので、

SCM を最終顧客まで確立するという方向性だけでもたく

さんの改善点につながる現実的な解の一つといえよう。 
  
消費者にとって便利なスマホアプリは、このように情報

システムの設計と運用に関してはたくさんの課題の源でも

あるのである。 
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